
デロイト トーマツコンサルティング合同会社

2023年3月20日

空飛ぶクルマの国内外の動向からみる

社会実装に向けた要点

愛媛県における「空の移動革命」実現に向けた

推進ネットワーク令和４年度第２回勉強会
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講演者プロフィール

講演者自己紹介

海野 浩三 (うんの こうぞう)

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社

Science & Technology 兼金融事業部

ディレクター

• 慶應大学大学院 SDM研究科修士（空飛ぶクルマラボ所属）

• 米国・英国系コンサル会社を経て現職

• 金融・事業会社を中心に新規事業・戦略立案、DX戦略、各種投資・DDなどを支援

• 次世代交通・脱炭素・医療・農業分野の産官学連携の取組を推進



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.講演資料3

DeloitteはLead the way をキーワードに未来への道を拓く支援をしています
「空飛ぶクルマ」は最重要取組テーマの一つ

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社（DTC）

は国際的なビジネスプロフェッショナルのネットワーク

であるDeloitte（デロイト）のメンバーで、日本では

デロイト トーマツ グループに属しています。

DTCはデロイトの一員として日本のコンサルティング

サービスを担い、デロイトおよびデロイトトーマツ グ

ループで有する監査・税務・法務・コンサルティング・

ファイナンシャルアドバイザリーの総合力と国際力を

活かし、企業や組織のあらゆる課題に対して戦略

策定からテクノロジーを活用したオペレーションの実

行、運用まで支援するファームです。

4,000名規模のメンバーが、デロイトの各国現地事

務所と連携して、世界中のリージョン、エリアに最適

なサービスを提供できる体制を有しています。

可能性に満ちた変化の時代の中で、

新しい価値観や技術と「多様な知」の掛け合わせが、

進むべき未踏の道を指し示し、

その変革がカタチになるまでともに駆け抜ける。

デロイトトーマツコンサルティングは常に新しい行き先を問い続ける、

人と、企業と、社会とともに。

日本から、より良い明日を創るために。
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大阪万博に向けた空飛ぶクルマ関連の取組

空の移動革命社会実装大阪RT（Blue Table）への参画のみならず、昨年度事業（RT運
営・ロードマップ策定）・今年度事業（環境調査）を受託し、大阪府を幅広く支援

4

令和3年度「大阪府空飛ぶクルマ社会実装推進事業支援業務」の受託

昨年度／今年度事業を受託し支援

空の移動革命社会実装大阪RT（Blue Table）への参画

「空の移動革命社会実装大阪RT」の立ち上げ段階から関与

令和4年度「空飛ぶクルマ社会実装事業環境調査業務」の受託

講演資料
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三重県におけるドローン物流実証実験

また、先月実施されたドローン物流のビジネスモデル検証のための実証実験
についても受託事業者として参画
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本講演のアジェンダ

本日は、空飛ぶクルマに関する最新トレンドを踏まえ、

今後の社会実装に向けたポイントについて解説します

主要な海外プレイヤーの動向1

2 国内の動向

3
CES2023からの示唆
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主要な海外プレイヤーの動向

7 講演資料 © 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.
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プレイヤー動向のサマリ

諸外国においては、機体開発だけではなくサービス化に向けた検討及び

周辺インフラの整備が進んでいる

機体開発の加速

◼大企業・スタートアップを含め、様々なタイプの機体の開発が進

んでおり、一部の企業については認証取得に向けた動きを加速
している

サービス化に向けた

検討の深化

◼先行企業の一部については、事業展開地域・都市の選定や

事業法人の設立、具体的なユースケースを見据えたPoCの実

施など、サービスローンチに向けた計画の深掘を進めている

周辺インフラの整備
◼機体開発のみならず、離着陸場をはじめとした周辺インフラに

関連するプレイヤーもケイパビリティ構築を開始している
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空飛ぶクルマの特徴

空飛ぶクルマは「電動」「自律」「垂直離着陸」という3つの特徴を備えた
次世代の乗り物として着目されている

電動
◼ 内燃機関に比較した場合

「整備性」・「静穏性」の向上が可能

自律 ◼ パイロットなしでの飛行が可能

1

2

垂直

離着陸

◼ 狭いスペースでの離着陸、

またPoint to Pointでの移動が可能
3

空飛ぶ

クルマ
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現在開発中の主な機体

国内外で様々なタイプの機体が構想・開発されているが

大きくは2種類のタイプに分かれる

出所：各種公開情報（各社公式HP、ニュースリリース等）よりDeloitte作成
*1：一世代前の機体の重量を記載

最
大
定
員
数

3名≦

2名

1名

航続距離

都市内（＞30km） 都市内（＞100㎞） 都市間（100㎞≦）

Volocopter Volocity
（2名/35km/700kg）

KITTYHAWK Heaviside
（1名/160km/NA）

LILIUM Lilium Jet
（5名/300km/NA）

wisk Cora
（2名/100km/1,224kg）

Ehang EHang184
（1名/16km/260kg）

Ehang EHang216
（2名/35km/360kg）

回転翼で飛行

固定翼（＋回転翼）で飛行

JOBY Joby S4
（4名/241.4km/1,815kg*1）

Vertical VA-X4
（4名/160km/NA）

CityAirbus NextGen
（4名/80km/NA）

SkyDrive SD-XX
（2名/50km/NA）
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主なeVTOLメーカーの開発進捗状況（1/2）

米国においては、政府・米軍の実証プログラムでのテストフライト等を活用し
て機体開発を進め、その後FAAによる認証取得を目指すケースが増えている

機体開発の加速
サービス化に向けた

検討の深化
周辺インフラの整備

◼ FAAと商用運航に向けた認証基準に
つき合意

◼ NASAのNational Campaign NC-1にて、
本格的なテストフライトを実施予定

Joby Aviation

出所：各種公開情報（各社公式HP）よりDeloitte作成

◼ FAAより許可を取得し、2021年12月に
ホバリングのテストを実施

◼ 2022年以降本格的なテストフライトを
実施予定

Archer Aviation

◼ NASAのNational Campaign NC-1にて、
本格的なテストフライトを実施予定

◼ Bladeと提携し、将来的には当該企業
の主要拠点で商用運用を見据えた

テストフライト実施を目指す

Wisk

◼米軍からの耐空性認証取得済
（有人航空機として取得）

◼ 2024年を目途に、FAAから認証を取得
することを目指す

Beta Technologies

◼ 2021年2月から、米軍による耐空性
認証取得に向けた審査がスタート

LIFT Aircraft

◼ バッテリー技術等、空飛ぶクルマの要素
技術に係る研究開発を推進中

Bell
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主なeVTOLメーカーの開発進捗状況（2/2）

欧州やアジアの機体メーカーも耐空性認証取得に向けて開発中。既にテス
トフライトを多数実施している企業もおり、認証取得が近づいていると推察

機体開発の加速
サービス化に向けた

検討の深化
周辺インフラの整備

◼新機体コンセプトのCityAirbus Nextgen
につき、2023年の試験飛行、2025年
の耐空性証明取得を目指している

Airbus

◼ 2020年4人乗りの機体（S-A1）の

コンセプトを発表

◼韓国内の実証実験（K-UAM）や

外国企業との提携を通じて技術

成熟度を向上させていくと見込まれる

Hyundai

◼ Volocityは既にEASAのSC認証を取得し、
直近ではル・ブルジェ空港（仏）等で

デモフライトを実施

◼ また、2021年5月に発表した
VoloConnectは、5年以内の耐空性
認証取得を目指している

Volocopter

◼ Lilium Jetにて、EASA及びFAAからの
耐空性認証取得を目指して

各種取組を実施中

Lilium

◼ VA-X4の開発を実施中であり、
2021年中の初飛行及び2024年を
目途に耐空性認証取得を目指す

◼丸紅等との提携により、日本市場

参入も目指す

Vertical Aero

◼中国航空局から物流目的での商用運
航に係る認証を取得済

◼欧州のAMU-LED等、中国外での実証
実験参加、国外での認証取得予定

EHang

出所：各種公開情報（各社公式HP）よりDeloitte作成
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各社のサービス開発動向

主要機体開発メーカーは、自社単独に加え、パートナー企業と提携等も

活用し、サービス事業の構想深化や認証取得に係る取組を推進している

講演資料13

出所：各種公開情報（各社公式HP、ニュースリリース等）よりDeloitte作成

機体開発の加速
サービス化に向けた

検討の深化
周辺インフラの整備

企業 対象地域 動向

◼2023年までにシンガポールでのエアタクシー事業を開始することにコミット
➢ローンチに向けてVolocopter Asiaを設立し、50人程度から成る実施体
制を構築、2026年までに200人体制に拡張させる予定

―

◼公式HPに、2023年にエアタクシー事業開始を目指す旨を記載
➢2022年に運航許可（FAA Part 135）を取得することを目指す

◼Joby とUber は両社のサービスをAppを通じて連携させ、陸と空のシームレ
スな移動の実現を目指すことで合意

◼欧州における旅客運航サービス展開を目指し、ルクセンブルクにあるビジ

ネスジェット・ヘリコプター運営会社のLuxaviation Groupと提携し、オペ
レーションの構築を始めると発表

―

◼2021年、EVEはシンガポールを拠点とするAscent（オペレーターと乗客のマッ
チングシステム提供）とパートナーシップを締結し、アジア太平洋地域におけ

るエアタクシーサービスの提供を目指す



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.14 講演資料

主な周辺サービス関連各社の動向

離着陸場関連では実際のサービスを見据えた実証も動き出している

運航管理関連では実証プログラムを活用した技術開発が実施されている

離着陸場等

運航管理

システム・

サービス等

（離着陸場）

（不動産開発）

◼Re.Invent Air Mobility（仏）において、実物大の離着陸場関連施設を設置

➢乗客が離着陸場に到着してから保安検査を経て機体に搭乗するまでの一連

の手続きをテストするためのターミナル（約150㎡）

➢機器の地上操作・機体の地上走行・充電・乗客の乗降に必要なスペース

◼ Liliumと提携し、2025年からエアタクシー事業のサービス展開を計画
◼離着陸場の候補地として自社が開発したLake Nonaを挙げており、オーランド国
際空港やDisney World 、Universal Orlando 等を繋ぐことを構想中

◼ ATM・UTMサービスプロバイダーが、National Campaignにおいて、将来的な自律飛行も念頭
に置きつつ、NASと統合していくにあたって解消すべき課題抽出等が行われている

◼ ANSPやATM・UTMサービスプロバイダーが、SESAR JUが支援する各地の実証実験において、
既存ATMとU-space*1の相互運用性確保を主眼に置いた技術検証が実施されている

*1：SESARが独自に定義している運航管理サービスの概念。既存の運航管理機能に加え、高度なデジタル化・自動化により、安全性・効率性に優れたサービスとされる
出所：各種公開情報（各社公式HP、NASA公式HP、CORUS-XUAM公式HP等）を基にDeloitte作成

機体開発の加速
サービス化に向けた

検討の深化
周辺インフラの整備
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国内におけるトレンド

15 講演資料 © 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.
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政府・自治体での社会実装に向けた取り組みが加速すると共に、

大阪万博をマイルストーンとした具体的な検討が進行している
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2020年に「空の移動革命に向けた官民協議会」内に実務者会合として、ユースケース検討
会及び各種制度に関するWGが設置され、官民協働での検討を推進
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2021年度より、国土交通省に「次世代航空モビリティ企画室」が設置され、
空飛ぶクルマに関する各種制度検討・環境整備に関する検討を一元化
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2022年度よりNEDOにおいてドローン・空飛ぶクルマの性能評価手法の開発,
統合的な運航管理技術の開発プロジェクトが開始されている

出所：ReAMo WEBサイト

社会実装に向けた研究開発（NEDO）
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「空飛ぶクルマ」の検討を実施している主な自治体

全国各地で空を飛ぶクルマの社会実装に向けたロードマップの策定や、

各種課題の検討が実施されている

【宮崎県延岡市】

「データ連係基盤と
次世代モビリティを

活用した“救急”サービス」
構築プロジェクト

21

【長崎県】

「ながさきSociety5.0推進
プラン」における
空飛ぶクルマの検討

【大分県大分市】

別府湾における新たなモビリティ
サービス（空飛ぶクルマ）の検討

【大阪府】

空の移動革命実装
大阪ラウンドテーブル

の設置

【石川県加賀市】

加賀市版空飛ぶクルマ

ロードマップの策定

【三重県】

三重県版空飛ぶクルマ

ロードマップの策定

【東京都】

「東京ベイｅＳＧプロジェクト」における

空飛ぶクルマの検討

【長野県飯田市】

リニア時代における次世代交通としての

空飛ぶクルマの検討

【福島県】

福島ロボットテストフィールドにおける

空飛ぶクルマの研究開発

【愛媛県】

愛媛県版空飛ぶクルマ

ロードマップの策定

講演資料
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大阪・関西万博×空飛ぶクルマ実装TF

「空飛ぶクルマ」運航事業は、ANAホールディングスとJoby Aviation Inc.
日本航空、丸紅、SkyDriveが選定された

万博会場内ポート及び会場外ポートをつなぐ2地点間での空飛ぶクルマの運航の実施を目指す

出所：CARWATCH（2月21日記事）
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VOLOCOPTER、機体展示

大阪・関西万博で利用するVOLOCOPTERは大阪・梅田で実機展示をする
と共に、eHangは大分で有人飛行を成功させ気運が高まっている

eHang、国内初の有人飛行

出所：FNNプライムオンライン

出所：NHK NEWS WEB
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CES2023からの示唆
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CES2023における空飛ぶクルマ/その他モビリティの展示

空飛ぶクルマについては体験型の展示が中心。また、その他海上・陸上の新
型モビリティについて統合移動サービスとして紹介する展示が多くみられた

◼空飛ぶクルマの機体モックに加え、

操縦体験ブースを出展

ASKA

◼運行イメージの説明に加え、VRによる
空飛ぶクルマの搭乗体験を提供

SK

◼空港でのチェックインの流れをモックで

体験できるブースを展示

インチョン国際空港

◼ ALEXAを搭載したワゴンにて、リビングと
モビリティの融合した生活を展示

Amazon

◼洋上風力で得たエネルギーを活用した
循環型モビリティ活用のイメージを発信

Hyundai

◼海面を飛行する”空飛ぶ船”による
高速移動が実現する世界を紹介

AQUALINES

空
飛
ぶ
ク
ル
マ

海
上
・
陸
上
モ
ビ
リ
テ
ィ
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CES2023におけるモビリティ関連の主な講演

講演でも、空飛ぶクルマ、ドローン、EVの普及にあたって、既存モビリティと統
合したうえで、消費者にサービスを提供していく必要があることが提言された

◼空飛ぶクルマは騒音も少なく、クリーンなエネルギーで運

行されるモビリティであり、米国だけでなく、アジア・ヨーロッ
パを含め世界各国で開発が進められている

◼既存の自動車網と組み合わせて、空飛ぶクルマによる
地方の市町村間でのアクセスが整備されることで、

地方の市町村の課題の解消される可能性がある

◼今後、空飛ぶクルマが市町村のインフラに組み込まれる
ことで、各市町村の経済圏が広がることが期待される

◼ ドローン物流の普及にあたっては、ドローン自体の、センシ

ング、運行管理、機体間の規格統一の技術を発展させ

る必要があるとともに、ドローン物流によるメリットを市場
に提示し、規制を緩和していくことが必要である

◼ モビリティのEV化を進めていくためには既存モビリティと比
較して、顧客体験が優れていることを示し、消費者の意
識を変化させていくことが必要である

◼ EV関連産業自体も、雇用を創出し、経済的なインパク
トを与える産業に成長させ、EVに関わる人口を増やして
くことも重要となる

① 空飛ぶクルマの展望と実現性
（Advanced Air Mobility : Perceptions and Reality）

②ドローン物流はなぜ広がらないのか？
（Drone : So Why Don’t We Have Widespread Drone Delivery Today?）

③ EVの世界的な広がりについて
（The Global Electic Vihicle Accelerates）
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要素技術が確立されつつあるなか、各自治体として利活用に向けた統合的
なビジョンを示し、住民を含む各ステークホルダーの理解を醸成することが重要

今後の社会実装にむけて

✓ 空飛ぶクルマの離発着場等、

利用にあたってのインフラ整備が必要
✓ タクシー、バス、電車等、既存モビリティ

とのシームレスな連接が必要

✓ 自動運転の普及により、

居住空間とモビリティがつながる中、

空飛ぶクルマも同様に融合が必要

C) リビングとモビリティの融合

B) 既存モビリティとの連接

D) サステナブルな

エネルギー活用

✓ 洋上風力等、地域の資源を活用し、

エネルギーを地産地消する仕組みが必要

空飛ぶクルマ

A) インフラの整備

社会実装にあたっては、空飛ぶクルマだけでなく、各要素が統合された

住民目線でのサービス設計・実証が必要
講演資料
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おわりに

空を飛ぶことは、それだけで高揚する体験です。空飛ぶクルマの普及により、
この体験をより多くの方に、より気軽にしてもらうことを強く望んでいます

① チェックイン ②搭乗までの待合ロビー

④ 搭乗 ⑤離陸前準備 ⑥飛行体験

③搭乗記念の写真撮影

◼ ヘリコプター乗車を単なる移動ではなく、記念撮影等、特別な体験ができるエンターテイメントとして

サービス設計
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